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要旨：本研究は，幼児期における協調運動と行動及び情緒的問題の関係を明らかにすることを目的とした。評価尺度

には DCDQ 日本語版（DCDQ-J）と SDQ 日本語版保護者用（SDQ-P）及び教師用（SDQ-T）を用い，2923 名の 5 歳

児に関する回答が得られた。統計解析の結果，DCDQ-J 合計得点と SDQ-P 総合困難度との間に有意な相関関係（r＝
－.446，p＜.001）が認められたが，SDQ-T においては相関関係が認められなかった。SDQ-P 下位項目では，「多動」

において DCDQ-J 合計得点との比較的強い相関（r=－.398，p＜.001）が示された。本研究の結果から， 5 歳において

も協調運動機能が低い児ほど行動及び情緒的問題における支援を必要としていることが明らかとなった。また，彼ら

の行動及び情緒的問題は集団の中では気づかれにくい可能性や，それらの問題の表れ方は子どもの性別や年齢によっ

て異なることが示唆された。 

 
キーワード：5 歳児，協調運動，行動及び情緒的問題，多動 

 
 

I. はじめに  

靴紐が結べないことや，ハサミを上手く使えないことな

どにより明らかになる，不器用さや運動技能の遂行におけ

る遅さと不正確さを示す子どもがいる。アメリカ精神医学

会  （American Psychiatric Association）は Diagnostic and 

Statistical Manual of Mental Disorders-5（DSM-5）において，

協調運動技能の獲得や遂行がその人の生活年齢や技能の学

習および使用の機会に応じて期待されるものより明らかに

劣っており，それにより日常生活における活動へ支障をき

たしている状態を発達性協調運動障害 （Developmental 

Coordination Disorder：DCD）と定義している 1)。 DCD
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の運動技能の欠如は知的能力障害や視力障害によってはう

まく説明されず，運動に影響を与える神経疾患（例えば脳

性麻痺，筋ジストロフィー，変性疾患）によるものは含ま

れない。DCD の有病率は学齢児童の 5～6%に及び，男女比

は 2：1～7：1 で男性に多いと報告されており，併存症とし

ては注意欠如・多動障害（Attention-Deficit/Hyperactivity 

Disorder：ADHD）が併存率約 50%と最も多く，学習障害

（Learning Disability：LD），自閉症スペクトラム障害

（Autism Spectrum Disorder：ASD），関節過剰運動症候群が

ある 1)。DCD は様々な原因から生じる脳機能の障害の一つ

であると考えられているが，明確な原因は未だ明らかにさ

れていない 2)。 

DCD 児の協調運動の問題は，50～70%の児において青年

期になっても残存すると見積もられている 1)。そのため，

幼児期では運動機能の問題が中心となるが，学童期になる

と学業成績等にも影響を及ぼし，青年期にかけては周囲か

らの孤立や自尊心の低下，運動嫌いなど二次的な心理・社

会的問題として発展する 3,4)。また，DCD 児が集団生活の

中で適応感を感じにくく，社会性や情緒面で躓きやすいと

いう指摘もなされている 5)。特に日本では不器用さが脳機

能の問題のために起こっているという認識が低く，DCD 児

について単に「不器用」「運動音痴」，また「努力不足」，「指

導力不足」に原因があると本人や周囲が思い込んでいるこ

とが多い 6)。そのため適切な支援が遅れているのが現状で

ある。そこで DCD を早期に発見し，適切な支援につなげ

ていくことが望まれるが，日本の児に関する研究は十分な

蓄積があるとはいえず，今後も更なる検討が必要である。 

SDQ（Strengths and Difficulties Questionnaire）日本語版 7,8)

（以下 SDQ）は子どもの行動スクリーニングのための質問

紙であり，行動及び情緒的問題への支援の必要性を明らか
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にすることに役立つとされている 9)。海外では，SDQ と協

調運動の関連についていくつかの検討がなされており，協

調運動機能が低い児ほど行動及び情緒的問題における支援

を必要としている傾向にあることが報告されている 10-12)。

本邦においては，小学 2 年生の保護者 195 名を対象に行っ

た調査によって，SDQ の「行為」，「多動・不注意」，「向社

会性」と微細運動の問題との関連が指摘されている 13)。し

かし，就学前の幼児についての検討は未だなされていない。

また，発達障害児の状態に対する保護者と教師の認識には

ズレが生じるとする指摘や，実際に SDQ について保護者と

教師による評価の違いが報告されているが，協調運動との

関連について，保護者と教師両者の違いを検討した文献は

見当たらない 14-16)。 

そこで，本研究では，協調運動の国際的評価尺度の日本

語版である DCDQ（Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire）日本語版 17)（以下 DCDQ-J）と保護者及び

教師により評価された SDQ との関連から，日本の児におい

て，幼児期の協調運動の問題が行動及び情緒的問題とどの

ような関係があるのかを把握することを目的とした。 

 

Ⅱ．方法 

1．手続き 

本研究では，2013 年から 2015 年までの某市 5 歳児発達

健診によるデータを使用した。郵送法により市内 5 歳児発

達健診対象児（3804 名）の保護者に DCDQ-J と SDQ，子

どもが通う園（幼稚園，保育園，子ども園）の教師（教諭，

保育士）に SDQ への回答を求めた。結果，2923 の児につ

いての返却があり，回収率は 76.8%であった。尚，本研究

は調査対象自治体からの受託研究として弘前大学大学院医

学研究科に依頼されたものである。本研究は弘前大学大学

院医学研究科倫理委員会の審査と承認を受けた（整理番号

2013-293）。また，保護者及び教師には文書にて説明し，書

面による同意を得，同意書は自治体長宛に提出された。 

2．対象児 

保護者，教師から質問紙への回答が得られた 2923 名の

児のうち，運動に影響を与える神経疾患や身体障害を有す

る者，知的障害の診断を受けているとの情報が得られた者

20 名を除く 2903 名（男児 1482 名，女児 1421 名）を本研

究の解析対象とした。平均月齢は全対象者で 64.9 か月

（SD=2.9），男児 64.8か月（SD=2.9），女児 64.9か月（SD=2.9）

であった。男女の月齢に有意差はない（表 1）。尚，保護者

及び教師による回答ともに，質問紙に欠損値が認められた

場合には検定ごとに除外した。 

3．尺度 

(1) DCDQ-J 

DCDQ18,19)は，国際発達性協調運動障害研究会によるガ

イドライン 20)において，DCD 児をスクリーニングするため

の最もエビデンスのあるアセスメントツールのひとつとし

て推奨され，世界的に広く用いられている。DCDQ 日本語

版（DCDQ-J）は Nakai らによって開発された 17)。 

対象は 5 歳～14.6 歳であり，動作における身体統制（「コ

ントロール良く正確にボールを投げることができる」など

6 項目），書字・微細運動（「教室で，字を書いたり，絵を

描いたりするのは，クラスの他の子に十分ついていけるく

らいのスピードである」など 4 項目），全般的協応性（「片

付けや，靴を履く，靴紐を結ぶ，服を着るなどが，素早く，

てきぱきとできる」など 5 項目）の 3 つの下位尺度に分け

られる 15 項目の質問からなる。各項目に示される内容が，

ほかの子どもと比べて対象の子どもにどの程度当てはまる

かについて，「まったくあてはまらない」1 点，「少しだけ

当てはまる」2 点，「当てはまる」3 点，「ほとんど当てはま

る」4 点，「全くそのとおり」5 点の 5 件法で回答し，得点

が高いほど協調運動機能が高いことを示す 21)。 

本研究では保護者に回答を求め，Cronbach の α 係数は 15

項目すべてで 0.914，下位尺度ごとでは 0.791（全般的協応

性）～0.891（書字・微細運動）であった。 

(2) SDQ 日本語版 

SDQ22)は Goodman によって開発された子どもの行動ス

クリーニングのための質問紙であり，子どものもつ困難さ

だけでなく，強さも把握できるところに特徴がある。日本

語版は Matsuishi らによって翻訳された 7)。 

25 項目の質問で構成され，行為，多動，情緒，仲間関係，

向社会性の 5 つの下位尺度がある。下位尺度のそれぞれの

合計点から，その領域における支援の必要性を，また向社

会性を除いた 4 つの下位尺度の合計点である Total 

Difficulties Score（以下総合困難度）から，子どものもつ全

体的な支援の必要性を明らかにすることができる。評価方

法は各項目について「あてはまる」2 点，「ややあてはまる」

1 点，「あてはまらない」0 点と 3 段階で評価をつけ，得点

が高いほど，より支援を必要としていることを示す 8,9)。向

社会性のみ逆転項目となっており，得点が高いほど社会性

において好ましい傾向があることを表す。 

本研究では対象が 4～16 歳の保護者用，教師用 23)を用い，

保護者，教師それぞれに回答を求めた。以下，保護者評価

によるものを SDQ-Parent ratings form（SDQ-P），教師評価

によるものを SDQ-Teacher ratings form（SDQ-T）と表記す

る。 

4．統計解析 

まず DCDQ-J 合計と 3 下位尺度それぞれに関して，男女

の 2 群で t 検定を行った。次に DCDQ-J と SDQ との関係を

相関分析（Pearson の積率相関検定）を用いて検討し，さら

に男女別にも解析を行った。 

解析は SPSS16.0（IBM 社製）を用い，いずれにおいても

有意水準は危険率 1%とした。 
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Ⅲ．結果 

1．DCDQ-J 及び SDQ の性差 

DCDQ-J，SDQ-P 及び SDQ-T それぞれの男女別の平均値

を求め，2 群で t 検定を行ったところ，DCDQ-J では「合計」

は女児が有意に高いという結果が得られた（表 1）。また，

すべての下位尺度においても有意な性差が認められ，「書

字・微細運動」「全般的協応性」においては女児が男児に比

べ高く，「動作における身体統制」においては男児が高い値

を示した。SDQ-P に関しては，「情緒」「仲間関係」を除く

項目すべてにおいて有意な性差が認められ，女児に比べ男

児が高い（向社会性は低い）値を示した。SDQ-T では，「情

緒」に性差は認められず，他の項目は SDQ-P 同様女児に比

べ男児が有意に高い（向社会性は低い）値を示した。 

 

 

 

2．DCDQ-J と SDQ との相関 

全対象児における SDQ-P「総合困難度」と DCDQ-J「合

計」との間に有意な負の相関関係（r＝－.446）が認められ

た。DCDQ-J「合計」と SDQ-T「総合困難度」との相関関

係は認められなかった（表 2）。SDQ の項目において，SDQ-P

では「多動」と DCDQ-J「合計」の他，「書字・微細運動」

「全般的協応性」との間に相関関係（r＝－.379～－.427）

が認められた。SDQ-P「総合困難度」は DCDQ-J 下位項目

の「全般的協応性」（r＝－.471）「書字・微細運動」（r＝－.393）

との間に相関関係が認められた。 

次に男女別に相関を求めたところ，男女ともに SDQ-P

「総合困難度」と DCDQ-J「合計」との間には有意な負の

相関関係（男児 r=－.482，女児 r=－.397）が認められたが，

SDQ-T「総合困難度」と DCDQ-J「合計」においては相関

関係は認められなかった（表 3，表 4）。 

 

 

 

表 1 対象児月齢，DCDQ-J，SDQ 平均値と男女差 

 
全対象児 男児 女児 

t 値 
M SD M SD M SD 

人数（名） 2903 1482 1421  

月齢（ヶ月） 64.9 2.9 64.8 2.9 64.9 2.9 －0.31 

DCDQ-J (N=2751) (n=1402) (n=1349)  

動作における身体統制 21.49 4.54 21.77 4.64 21.24 4.39 3.07* 

書字・微細運動 15.34 3.72 14.41 3.87 16.28 3.27 －13.70** 

全般的協応性 18.38 4.21 18.10 4.28 18.70 4.13 －3.74** 

合計 55.21 10.84 54.28 11.20 56.23 10.31 －4.73** 

SDQ-P (N=2625) (n=1341) (n=1284)  

 情緒 1.72 1.67 1.68 1.64 1.76 1.70 －1.30 

 問題行動 2.26 1.56 2.36 1.58 2.15 1.54 3.43* 

 多動 3.29 2.12 3.58 2.15 2.99 2.06 7.11** 

 仲間関係 1.45 1.40 1.49 1.43 1.40 1.35 1.75 

 向社会性 7.21 1.95 6.94 1.98 7.45 1.91 －6.77** 

 総合困難度 8.72 4.77 9.11 4.80 8.31 4.71 4.33** 

SDQ-T (N=2625) (n=1341) (n=1284)  

 情緒 1.80 1.86 1.78 1.86 1.81 1.88 －0.32 

 問題行動 1.46 1.83 1.75 1.98 1.17 1.62 8.10** 

 多動 2.78 2.76 3.64 2.91 2.08 2.36 15.02** 

 仲間関係 1.17 1.68 1.33 1.83 1.01 1.50 4.94** 

 向社会性 6.70 2.64 6.14 2.76 7.26 2.42 －11.04** 

 総合困難度 7.31 5.94 8.50 6.36 6.07 5.27 10.64** 

Student の t 検定 * p<.01 , ** p<.001

 

DCDQ-J；Developmental Coordination Disorder Questionnaire 日本語版， 

SDQ-P；Strengths and Difficulties Questionnaire-Parent ratings form， 

SDQ-T；Strengths and Difficulties Questionnaire-Teacher ratings form 
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Ⅳ．考察 

本研究では，5 歳児 2903 名を対象に，DCDQ-J と保護者・

教師の評価による SDQ との関連から，協調運動と行動及び

情緒的問題の関連について検討した。得られた結果につい

て以下の点から考察する。 

1．DCDQ-J，SDQ における性差について 

DCDQ-J「合計」及び「書字・微細運動」「全般的協応性」

において，女児の得点が男児よりも有意に高く，「動作にお

ける身体統制」においては男児の得点が有意に高いという

結果が得られた。DCDQ-J を開発した Nakai らによる調査

でも，就学前の幼児 671 人において同様の結果が報告され

ている 17)。 

SDQ 得点に関しても多くの項目において有意な性差が

認められ，男児が女児よりも行動の問題を有している傾向

にあることが明らかとなった。「情緒」に関しては SDQ-P，

SDQ-T どちらにおいても有意な性差は認められなかった。

この結果は，就学前の幼児の保育者への調査を行った先行

研究と同様である 30)。しかし，就学以降の児も対象とした

研究では，「情緒」に関しては女児が男児に比べ有意に得点

が高いという結果が示されている 7,15)。このことから，女

児の情緒的問題は就学以降明らかになることが示唆された。 

2．DCDQ-J と SDQ との相関について 

 SDQ-P「総合困難度」と DCDQ-J「合計」との間に有意

な負の相関関係が認められた。この結果は先行研究を支持

しており，日本の 5 歳児においても協調運動機能が低い児

ほど行動及び情緒的問題への支援を必要としている傾向に

あることが示された 11,13)。しかしながら，SDQ-P において

は「総合困難度」，下位項目全体においても相関関係は認め

られなかった。保護者と教師が子どもを観察する状況には

違いがあることは先行研究において言及されている 16)。保

護者の観察場面は家庭など少人数であるのに対し，教師は

集団生活の中で，他の児と相対的に観察する場合が多いこ

とが本研究の結果に影響を与えたことが考えられる。この

ことから，協調運動の問題を抱える児の行動及び情緒的問

題は，集団の中では気づかれにくい可能性が示唆された。

また，DCDQ-J と SDQ-P ではどちらも評価者が保護者であ

るのに対し，DCDQ-J と SDQ-T では評価者が異なることも

相関の有無に影響を与えたことが考えられる。 

 

表 2 全対象児における DCDQ-J と SDQ との相関係数 （N=2497） 

  DCDQ-J 

 

動作における 

身体統制 
書字・微細運動 全般的協応性 合計 

SDQ-P 情緒 －.217** －.195** －.274** －.264** 

問題行動 －.134** －.232** －.278** －.244** 

多動 －.242** －.379** －.427** －.398** 

仲間関係 －.271** －.275** －.323** －.333** 

向社会性 .259** .307** .329** .342** 

総合困難度 －.307** －.393** －.471** －.446** 

SDQ-T 情緒 －.048 －.069* －.064* －.069* 

問題行動 .031 －.073** －.031 －.024 

多動 －.057* －.262** －.177** －.183** 

仲間関係 －.089** －.143** －.121** －.134** 

向社会性 .063* .179** .124** .136** 

総合困難度 －.057* －.206** －.146** －.152** 

Pearson の 積率相関検定 * p<.01 , ** p<.001

 

DCDQ-J；Developmental Coordination Disorder Questionnaire 日本語版， 

SDQ-P；Strengths and Difficulties Questionnaire-Parent ratings form， 

SDQ-T；Strengths and Difficulties Questionnaire-Teacher ratings form 
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表 3 男児における DCDQ-J と SDQ との相関係数（N=1277） 

  DCDQ-J 

 

動作における 

身体統制 
書字・微細運動 全般的協応性 合計 

SDQ-P 情緒 －.234** －.238** －.295** －.292** 

問題行動 －.158** －.214** －.291** －.251** 

多動 －.282** －.385** －.456** －.424** 

仲間関係 －.313** －.305** －.359** －.372** 

向社会性  .277**  .297**  .351**  .351** 

総合困難度 －.351** －.414** －.506** －.482** 

SDQ-T 情緒 －.072 －.097* －.084* －.095* 

問題行動  .039 －.019  .003  .011 

多動 －.085* －.231** －.178** －.183** 

仲間関係 －.131** －.170** －.161** －.174** 

向社会性  .090*  .154**  .137**  .142** 

総合困難度 －.085* －.189** －.152** －.159** 

Pearson の 積率相関検定 * p<.01 , ** p<.001

 

DCDQ-J；Developmental Coordination Disorder Questionnaire 日本語版， 

SDQ-P；Strengths and Difficulties Questionnaire-Parent ratings form， 

SDQ-T；Strengths and Difficulties Questionnaire-Teacher ratings form 

 

 

 

表 4 女児における DCDQ-J と SDQ との相関係数（N＝1220） 

  DCDQ-J 

 

動作における 

身体統制 
書字・微細運動 全般的協応性 合計 

SDQ-P 情緒 －.196** －.174** －.257** －.241** 

問題行動 －.116** －.235** －.256** －.227** 

多動 －.219** －.331** －.384** －.352** 

仲間関係 －.226** －.240** －.278** －.284** 

向社会性  .260**  .275**  .292**  .315** 

総合困難度 －.270** －.354** －.424** －.397** 

SDQ-T 情緒 －.022 －.048 －.044 －.042 

問題行動  .000 －.065 －.052 －.042 

多動 －.067 －.172** －.146** －.142** 

仲間関係 －.047 －.060 －.056 －.061 

向社会性  .062  .105**  .080*  .092* 

総合困難度 －.051 －.132** －.114** －.109** 

Pearson の 積率相関検定 * p<.01 , ** p<.001

 

DCDQ-J；Developmental Coordination Disorder Questionnaire 日本語版， 

SDQ-P；Strengths and Difficulties Questionnaire-Parent ratings form， 

SDQ-T；Strengths and Difficulties Questionnaire-Teacher ratings form 
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次に，協調運動と多動の問題の関連について考察する。

SDQ-P の「多動」と，DCDQ-J の「合計」「全般的協応性」

「書字・微細運動」において有意な負の相関関係が認めら

れた。多動の問題と協調運動の関連については先行研究に

おいて報告されており，本研究の結果でも，小学 2 年生の

保護者を対象に調査を行った戸次らと同様のパターンが示

された 11,13)。書字などの微細運動と多動・不注意との問題

については，これまでにも報告がある 24-27)。Noda らは，日

本の児について，書字能力と ADHD 及び DCD 症状との関

係を検討し，注意機能に問題を持つ子どもの，課題への注

意持続の困難さによる書字の流暢性の低さへの影響につい

て考察している 25)。また，書字など微細運動の苦手さから，

微細運動が求められる活動において課題への集中力や意欲

の低下が生じ，結果として席を離れ歩き回る，集団と異な

る活動を始めるなどといった行動につながる場合も考えら

れる。このように，協調運動，特に微細運動の問題が「多

動の問題」としてとらえられる可能性も否定できない。し

かし，DCD と ADHD の併存率は約 50％と高く，本研究対

象児においても協調運動の問題に併せて ADHD 症状を持

つ児が含まれることが推測され，今回の結果に少なからず

影響を与えた可能性がある 1)。協調運動と多動の問題の関

連を明らかにするためには，併存症の統制をした上でさら

なる検討をしていく必要がある。 

また，本研究において SDQ-P「総合困難度」と DCDQ-J

「書字・微細運動」は弱い相関関係（r＝－.393）となった

が，戸次らは，r=－.536，p＜.01 の相関関係が見られたこ

とを報告している 13)。本研究と先行研究との相関の強さが

異なる理由としては，本研究の対象は 5 歳児であり，就学

後の児童と比較すると書字などの微細運動を用いる活動の

機会が少ないことが考えられる。このことから，就学前の

段階では書字・微細運動の苦手さが行動及び情緒的問題と

してはとらえられにくい可能性が示唆された。また，SDQ

「情緒」に関しても，戸次らの報告では，DCDQ-J「合計」

及び 3 つの下位項目と r=.－301.〜－421，p＜.01 の有意な

負の相関関係が見られている 13)。しかし，本研究では相関

関係は認められなかった。協調運動と内在化問題，特に抑

うつ・不安との関係については過去にも報告されているが，

それらの先行研究の多くは就学以降の児を対象とした調査

であった 28,29)。これらから，協調運動の問題が行動及び情

緒的問題としてどのように表れるかは，子どもの年齢によ

って，特に就学前後では異なる可能性が示唆された。 

 
Ⅴ．結語 

本研究では，5 歳児を対象に DCDQ-J と保護者及び教師

評価による SDQ との関連を検討した。結果，5 歳において

も協調運動機能が低い児ほど行動及び情緒的問題における

支援を必要としていることが明らかとなり，特に多動の問

題との関連が強く示された。また，保護者評価と教師評価

による結果の違いから，協調運動の問題を抱える児の行動

及び情緒的問題は，集団の中では気づかれにくい可能性が

示唆された。さらに，子どもの年齢や性別により，協調運

動や行動及び情緒的問題の表れ方は異なることも示唆され

た。特に就学前後では，協調運動の視点からも，子どもに

求められるスキルの違いを考慮し，適切な支援や配慮の在

り方を検討していく必要がある。 

本研究の限界としては，協調運動の評価が保護者のみに

よるものであったこと，また併存症の統制は行っていない

ことが挙げられる。今後協調運動についても教師による評

価を加え，また併存症の影響も考慮した上でさらなる検討

を行う必要がある。 
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The relationship between motor coordination and behavioral and 
emotional problems in preschoolers 
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Abstract: This study aimed to investigate the relationships between motor coordination and behavioral and emotional 
problems in preschoolers. We distributed Japanese versions of the Developmental Coordination Disorder Questionnaire 
(DCDQ-J) and Strength and Difficulties Questionnaire parent- and teacher-rated forms (SDQ-P and SDQ-T, respectively) and 
obtained responses from 2,923 parents of 5-year-old children. Results of statistical analyses demonstrated significant 
correlations (r=－.446，p＜.001) between the total scores of DCDQ-J and Total Difficulties Score of SDQ-P, but not SDQ-T. 
Comparatively strong correlations (r=－.398，p＜.001) were observed between the total scores of DCDQ-J and hyperactivity 
problems score of SDQ-P. These results indicate that children with low motor coordination functions need more support to 
behavioral and emotional problems in 5-year-old. The findings also suggest that behavioral and emotional problems may be 
difficult to detect within a group of preschoolers, and the manner in which these problems appear depends on the sex and age 
of the children. 

 

Keywords: 5-year-old children, Motor coordination, Behavioral and emotional problems, Hyperactivity 

 

 
 

 


